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桐ケ丘地区の位置 



桐ケ丘全体図 

桐ケ丘地区の紹介 昭和５８年分譲開始   高齢化率：１４．９％ 
総面積：９３４，０００m2   公園:６ケ所 
区画：２，５１２        
人口：５，１２９人（平成２７年３月現在） 
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 １．伊賀市自治組織のあり方 
   

（ⅰ）自治会・区 

自治会や区は、住民自らが古くから地域社会

を形成するため組織してきた、住民にとって

最も身近な自治組織で、地域にとってなくて

はならない重要な組織。また、住民自治協議

会の核となり、その運営の意思決定に関して

中心的に担っていく組織 
 



（ⅱ）住民自治協議会 

住民自治協議会は、自治基本条例で定めら

れた公共的団体で、地域に住むあらゆる人、

又は活動する個人、団体、事業者等が自由

に参加出来、自治会や区の単位で出来ない

事や、身近な地域課題を話し合い、解決す

るため地域住民が主体的に設置した組織 



２．伊賀市住民自治協議会活動のイメージ 

注
目 



・昭和５８年分譲開始、昭和６０年に桐ケ丘自治会発足 

・平成１６年１１月伊賀市誕生 

・平成１７年４月：桐ケ丘地区住民自治協議会設立 

・平成１８年３月：「地域まちづくり計画～桐ケ丘」策定 

・平成１９年９月：桐ケ丘地区住民自治協議会臨時総会開催 

   桐ケ丘地区住民自治協会規約を改定し、桐ケ丘自治会、ＮＰＯ 

         法人まちづくり桐ケ丘、老人クラブ、公民館、商店会、民生委員 

         児童委員を主要構成員とする新体制が発足し、本格的に協働 

         がスタート 

・平成２３年５月２１日：桐ケ丘地区住民自治協議会が、「地域まち 

  づくり計画～桐ケ丘」を改定 

３．桐ケ丘自治組織の歩み（抜粋） 
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特別委員会代表 ７名 部会代表  ５名 
民生委員・児童委員 １名 
公民館 ２名  商店会 １名 
ＮＰＯ法人まちづくり桐ヶ丘 ２名 
老人クラブ ２名 青山小学校ＰＴＡ １名 
青山中学校ＰＴＡ １名 有識者（個人） 若干名 
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産業振興部会（商店会） 
健康スポーツ部会（公民館・自治会） 
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４．桐ケ丘地区住民自治協議会の構成（平成２７年度） 
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平成１８年３月に「地域まちづくり計画
～桐ヶ丘」を策定。 

５年間活動した総括と今後５年間の街
づくり計画 改訂版として発行しました。 
少子高齢化に対応する地域福祉活動 
「地域の支え合い」を重要な活動テーマ
としています。 

                   目次 

１．はじめに（改訂の趣旨） 
２．事務局の整備充実 
 １）位置づけ 
 ２）事務局の役割 
３．六つの部会 
 １）教育・文化部会 
 ２）福祉部会 
 ３）生活環境部会 
 ４）防犯（防災）安全部会 
 ５）産業振興部会 
 ６）健康・スポーツ部会 
４．特別委員会 
 １）桐ケ丘地区高齢者・ＨＣ互助ネットワーク委員会（福祉） 
 ２）新清掃工場施設監視委員会（生活・環境） 
 ３）汚水処理施設対策委員会（生活・環境） 
 ４）川上ダム対策委員会（生活・環境） 
 ５）桐ケ丘消防団結成準備室（防災・安全） 
 ６）桐ケ丘地区防犯ネットワーク委員会（防犯・安全） 
 ７）桐ケ丘自主防災会（防犯・安全） 
５．地域まちづくり計画～桐ケ丘 施策一覧表 

５．地域まちづくり計画 



６．事務局の整備と充実 

 組織間の連携・協働を促し、「地域まちづくり計画」を円滑に遂行する 
 ための統括的支援組織 
  ・活動の企画や実施計画の立案にあたっての準備 
  ・会合や活動の連絡調整、会場設営 
  ・広報活動 
  ・経理、労務管理、外部との調整  

１）機能 

２）効率的に機能させるには 

  ・住民名簿などのデータ、情報の一元管理とメンテナンス作業 

   などの事務作業の簡易化（桐ヶ丘：支え合いシステムの導入） 

  ・行政、専門家の活用 



７．活動を支える「桐ヶ丘地域支え合い体制 
  支援システム構築」の機能と狙い 

（ⅰ）毎年度交代する組長や丁会長の業務引き継を確実に行 

   うため、必要資料（名簿・業務・手順書）をマニュアル化し 

   提供（効率化） 

（ⅱ）自治会組織が独自で集約・一元管理する地域住民情報 

   （自治会員名簿、防災用居住者名簿、互助会員名簿等） 

   をゼンリン地図とリンクし、マップを作成して活動を支援 

（ⅲ）平常時や災害時の見守り・安否確認活動と、災害時避難 

   場所での要援護者状態別対応に必要な資料の整備と活 

   用（支援・効率化） 

   



支援システムの具体的メニュー例 

１．効率化（データの一元管理） 

    ①各種名簿の最新版管理 

      （自治会役員、組長、高齢者・ＨＣ互助会員他） 

    ②自治会会費未納者リスト 

    ③団地内施設利用管理 

      （ゴミステーション、街路灯他） 

２．支援 

    ①各種名簿をマップ上に表示し見える化  

    ②高齢者健康状況把握 ➡ 見守り活動を支援 
 



ゼンリン地図とのマッピングによる世帯情報の検索及び最新の情報への更新 １．居住情報検索画面 

丁、地番、世
帯名称による 
伊賀市全域の
照会 

１. 組、ｸﾞﾙｰ 
ﾌﾟ(隣組)検索 

２. 高齢・ＨＣ 
互助ネットワ 
ーク参加組織 
検索 

３. 65才以上、 
要援護者世帯別 
検索： 
一人暮らし 
65才以上のみ 
要援護者のみ 

セカンドハウス 



要援護者が存在する世帯への状態別ピンの色分、並びに 
検索された地域に存在するネットワーク員のアウトラインによる色分 

見守りネットワーク画面 

ひとり暮らし 
６５才以上のみ世帯 
要援護者のみ 

見守りマップ（丁別） 

ネットワーク委員会参加団体 
の加入者名簿（桐ヶ丘居住者 
対象）も作成可能 



８．住民自治協議会の取り組み事業 
  （平成27年度） 

１）犯罪のないまちづくり事業 

２）高齢者・HC互助ネットワーク事業 

３）環境に配慮した生活の促進事業 

４）地域景観整備事業 

５）イメージアップ事業 

６）地域ふれあい事業 

７）子育て支援事業 

 

８）心のやすらぎを促す事業 

９）ふれあい体験交流事業 

１０）健康づくりの促進事業 

１１）健康づくり・疾病予防の啓発事業 

１２）ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の充実 

１３）ｽﾎﾟｰﾂ施設の整備と充実事業 

１４）自主防災組織の整備事業 

 



９．財源確保 

①伊賀市地域包括交付金 

②地域活動支援事業補助金 

③自治会協働分担金 

④NPO法人まちづくり桐ケ丘分担金 

⑤公民館事業委託金 

⑥その他補助金 

  １）三重県地域支え合い体制づくり補助金 

  ２）コミュニティ助成事業補助金 



地域活動支援事業補助金 
獲得実績 

 ①平成１９年度 自主防災備蓄資材機整備事業           

 ②平成２０年度 防犯ネットワーク化推進事業 

 ③平成２１年度 景観整備およびまちづくり機能強化事業 

 ④平成２２年度 高齢者、H・C互助ネットワーク推進事業 

 ⑤平成２３年度 学習と交流のまちづくり「桐ケ丘フェスタ」推進事業 

 ⑥平成２４年度 サロンの活用と世代間交流事業 

 ⑦平成２５年度 見守り活動促進事業 

 ⑧平成２６年度 子どもと子育て家庭の見守り促進事業 

 



その他補助金獲得実績 

 
１）地域支え合い体制づくり補助金（三重県） 
  ①平成２３年度 拠点づくり事業              
  ②平成２３年度 高齢者・HC互助ネットワーク推進事業  
  ③平成２４年度 地域支え合い体制支援ｼｽﾃﾑ構築事業 
  ④平成２５年度 カローリング交流会による地域支え合い 
             体制づくり事業                               
  ⑤平成２６年度 助け合い支援システム構築事業 
 
２）コミュニティー助成事業（（財）自治総合センター） 
    平成２３年度 夏祭り用テントと電気設備増設事業             



 

•Webアプリを用いた情報の共有化 
 日々変わる地域内の注意個所や通行障害個所、徘徊者の位置 

 などをマップ上に表示し、地域内の誰もが閲覧できるシステム 

 を導入。情報は住民から提供。 

・効果 

  情報共有化により、身体的危険からの回避や地域内の見守り 

  が可能。日々情報を更新できることから、最新情報にもとづ 

  いた対応が可能。 

１０．今後の取り組み 



WEBアプリによる情報共有化（例） 



ご清聴ありがとうございました。 


